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東京大学公共政策大学院『屋銀政策敏宵・研究ユ=ツトJ(HPU)主催

~医憲政策実践コミ.:1=ティー(H-PAC)篇2回公開シンポジウムー

「徹底研究:医療を動かす、医寝計画作りとはJ

日時:2012年8月18日〈土)12:30-18:00 < 12:00開場〉
会絹東京大学本郷キャンパス肉伊蔵国際学術研究センター伊蔵謝恩ホール

地図 htto:llwww.u・，tokvo.ac.io/ext01/iirc/access.htm 赤門を入り右手)

地下鉄丸の肉線本郷三T目駅より徒歩8分/地下鉄大江戸線本郷三丁目駅より徒歩6分

2013年度から 5年間の地域医療を方向づける、次期医療計画の検討が各都道府県で進められて

います。 r5疾病・ 5事業および在宅医療の連携体制の構築Jを具現化するために、今、どのよう

な考えで、どのような作業を実践し、どのような内容を計画に盛り込むべきか。昨年 10月に開催

した第1回公開シンポジウムでの議論からさらに踏み込みます。 10人の演者にご講演いただき、

固と地域の状況を共有のうえ、実際に医療計画作りを行っている方々にも多数ご来場いただいて

意見交換を行い、具体的アクションプランの導出につなげます。

***プログラム***

く演題は仮題です。一部、演題名、登壇順序などの内容が変更になる場合がありますので、あらかじめご了承ください〉

開会挨拶岩本康志(東京大学公共政策大学院教授) 12:35・12:40

パート1医療計画について 12:40-13:30

1 .新しい医療計画の方向 尾形裕也氏(九州大学医学研究院教授) [有識者]

2.厚生労働省医療計画通知のエッセンス 伊藤雅治氏(全国社会保険協会連合会理事長)

[患者支援者、政策立案者]

司会: 吉田真季(東京大学公共政策大学院医療政策教育・研究ユニット特任研究員)

パート2良い医療計画の作り方 13:30・14:35

1 .保険者からみた地域の特性データ 貝谷伸氏(全国健康保険協会理事) [有識者]

2.地域の現状を知る 高橋泰氏(国際医療福祉大学大学院教授) [有識者]

3.計画評価とPDCA 宮田裕章氏(東京大学大学院医学系研究科准教授)[有識者]

司会: 埴岡健一(東京大学公共政策大学院医療政策教育・研究ユニット客員教授)

~ 休憩 14:35-14:45 

HPU/H-PACご紹介吉田真季 14:45・14:50



パート3地域の立場から 14:50・15:55

1. <<事例 1>>奈良県が考える医療計画 武末文男氏(前奈良県医療政策部長/

現文部科学省原子力安全課放射線安全企画官)

[政策立案者(行政?地域)] 

2. <<事例2>>神奈川県が考える医療計画 中沢明紀氏(神奈川県保健福祉局保健医療部長)

[政策立案者(行政・地域)] 

3. <<事例3>>干葉県柏市が考える在宅医療 松本直樹氏(千葉県柏市福祉政策室長)

[政策立案者(行政・地域)] 

司会: 岩崎賢一氏(朝日新聞社記者) [メディア]

パート4在宅とがんの計画の場合 15:55-16:40

1 .地域に密着した在宅ケアの姿 武藤真祐氏(医療法人社団祐ホームクリニック理事長)

[医療提供者]

2.千葉県のがんの在宅ケアの推進 藤田敦子氏

(NPO法人千葉・在宅ケア市民ネットワークピュア代表) [患者支援者]

司会: 本田 麻由美氏(読売新聞社記者) [メディア]

~ 休憩 - 16:40-16:50 

パート5実践に向けて~来場者と登壇者のディスカッション，.." 16:50・17:50

司会: 埴岡健一

閉会挨拶 17:55・18:00

，~~制).~，..凶弾~，..c!'!o割増陶~，..島町)'WJ!--.~~-.~~~、

※登壇者の肩書は2012年8月時点のものです。
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登壇者略歴

(各パート.n+音順・敬称略)

@パート1 医療計薗について・

伊藤義治会国社会保険協会連合会理事長

新潟大学医学部卒、 1971年厚生省入省。 1992年健康政策局計画課長として医療計画を担当、 1999年健康政策局

長として医療計画担当。 2001年医政局長を最後に退官し、全国社会保険協会連合会(全社連)へo 現在、全社

連理事長の他、 NPO法人日本慢性疾患セルフマネジメント協会理事長、患者の声協議会世話人などを務める。

尾形裕也九州大学大学院医学研究院教授

東京大学工学部、経済学部卒業。 1978年厚生省入省ロ厚生省年金局、 OECD事務局(パリ)、厚生省大臣官房、保

健医療局、保険局、健康政策局課長補佐、在ジュネーブ国際機関日本政府代表部一等書記官、千葉市環境衛生局

長、厚生省看護職員確保対策官、国家公務員共済組合連合会病院部長、国立社会保障・人口問題研究所研究部長

等を経て、 2001年より現臓。

-パート2 良い医療計画の作り方・

貝谷伸全国健康保険協会理事

1978年厚生省入省。健康政策局指導課長、老健局介護保険課長、保険局保険課長、年金局総務課長、農林水産

省大臣官房審議官(消費・安全局担当)、社会保険大学校長などを経て、 2008年より現職。

高橋察国際医療福祉大学大学院医療経営管理学科分野責任者教授

1986年金沢大学医学部卒、東大病院研修医、東京大学医学系大学院(医学博士)、米国スタンフォード大学アジ

ア太平洋研究所客員研究員、ハーバード大学公衆衛生校武見フエローを経て、 1997年より国際医療福祉大学教授、

2004-8年医療経営管理学科長、 09年より現職。現在、日本医師会地域医療対策委員会委員、全日本病院協会広報

委員会特別委員、介護保険部会委員会特別委員、 NPO法人日本DPC協議会副理事長などを務める。

宮田 裕'.東京大学大学院医学系研究科 22世紀医療センター医療品質解価学鵬座准教授

2003年東京大学大学院医学系研究科健康科学・看護学専攻修士課程修了。保健学博士(論文)。早稲田大学人

間科学学術院助手、東京大学大学院医学系研究科医療品質評価学講座助教を経て、現職。

-パート3 地域の立場からφ

岩崎賢一朝日新聞科学医療郵飽者

1990年朝日新聞入社。厚生労働省や政治取材を経て、社会部、生活部、医療グループ、科学医療部で、医療政

策や地域医療、医師不足・偏在、終末期医療、感染症対策を中心に全国を取材。 r医療白書J (2007年度版)

では、医師確保問題の処方せんを執筆。 2011年3月の福島第一原発事故後、福島の医療・介護の現場に継続的

に足を運び、 『プロメテウスの畏~病院、奮戦すJ (27回)や「記者有論Jなどを書く。
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武末文男前奈良県医療政策師長/現文部科学省原子力安全保放射線安全企画官

1992年九州大学医学部卒業。九大病院、福岡市民病院、壱岐公立病院等で外科医として勤務後、福岡歯科大学

にて末期のがん医療を行いながら、 DNA障害と発がんの研究に従事。 2000年厚生省入省。医政局研究開発振

興課、労働基準局労働衛生課、医薬食品局血液対策課に配属。 2008年から 12年まで奈良県に出向。医療政策

部長として、医療計画等の推進に従事した。

中沢明記神奈川県保健福祉局保健医療師長

1980年横浜市立大学医学部卒。神奈川県立こども医療センター未熟児新生児科医長等を経て、 1990年より衛生

行政。県内の保健所勤務を経て、 1999年から県庁勤務ロ保健予防課長、医療整備課長、医療課長、保健福祉部

次長等を経て2011年より現職。 2011年から全国衛生部長会会長。

松本直樹干葉県柏市福祉政策室長

2005年慶慮義塾大学経済学部卒業。同年，厚生労働省入省。 2009年から老健局企画法令係長として介護保険法改

正などを担当。 2012年より現職。

@パート4 在宅とがん計画の場合・

藤田 敦子 NPO法人千葉・在宅ケア市民ネットワークピュア代表

国際医療福祉大学大学院博士課程 l年在籍。千葉県がん対策推進部会委員。千葉県千葉リハビリテーションセ

ンタ一生命倫理委員。船橋市地域在宅医療推進連絡協議会委員。著書(共著: r在宅療養をはじめるすべての
人へーわが家がいちばλ;-J、 「コミュニティー公共性・コモンズ・コミユニタリアニズムJほか。

本国麻由興院売新聞東京本社社会保障卸飽者

1991年読売新聞入社。東北総局、医療情報部などを経て、 2000年より社会保障部で医療・介護保険を中心に担

当。 02年に乳がんが見つかり、 03年から09年まで同紙朝刊で医療コラム fがんと私Jを連載し、がん医療や患

者支援の在り方などを患者の立場で提言を続けた。厚生労働省のがん対策推進協議会委員、日本乳癌学会倫理

委員会外部委員などを務める。

武蔵.祐医療法人社団鉄祐会祐ホームクリエック理事長

2002年東京大学大学院医学系研究科博士課程修了。循環器内科、救急医療に従事後、宮内庁で侍医を務める。

マッキンゼー・アンド・カンパニーを経て、 10年在宅医療診療所「祐ホームクリニックjを開設。東日本大震

災後、甚大な被害を受けた宮城県石巻市にて、在宅医療診療所「祐ホームクリニック石巻Jを開設、院長を務め

る。内閣官房IT戦略本部医療分野の取組みに関するタスクフォース構成員他公職を歴任D 一般社団法人高齢

先進国モデル構想会議理事長、 NPO法人ヘルスケアリーダーシップ研究会理事長を兼務。
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医療計 の見直しについて [作I!鰭局 l
圃圃蘭.

u1 

医療計画の見直しについて
(医療計画の見直し等に関する検討会取りまとめ意見(平成23年12月16日)) 

1.二次医療圏の設定について

二次医療圏の人口規模が医療圏全体の患者の畳療動向に大きな影響を与えており、二次医療圏によっては

当該圏域で医療提供体制を構築することが困難なケースもある。

「医療計画作成指針Jにおいて、一定の人口規模及び一定の患者流入・流出割合に基づく、二次医療圏の設

定の考え方を明示し、都道府県に対して、入院に係る医療を提供する一体の区域として成り立っていないと考え

られる場合は、見直しを行うよう促すことが必要である。

2 疾病・事業ごとのPDCAサイクルの推進について

疾病・事業ごとに効率的・効果的な医療体制を構築するためには、医療計画の実効性を高める必要があり、そ

のため、

・まず、全都道府県で入手可能な指標等を指針に位置づけ、都道府県がぞの指標安用いて現状多杷揮すること

・さらに、把握した現状を基に翠墨査量豊し、課題を解決するに当たっての数値目標を設定し、その目標を達成

するための施策等を策定すること

-また、定期的な評価存行う組織(医療審謹会等)や時期(1年毎等)を明記し、施策等の進捗状況等の評価を行

三とともに、必要に応じて施策等を見直すこと

-最後に、これらの情報を住民等に公開すること

といったプロセスを「医療計画作成指針Jに明示することが必要である。

出典.厚生労働省「医療計画の見直しについてJ
http://www.mhlw.go.jpjseisakunitsuitejbunyajkenkou_iryoujiryoujiryou_keikakujdljshiryou_a-l.pdf 
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3.在宅医療に係る医療体制の充実・強化について

[ぷ鰭局 l
医療連携体制の中で在宅医療を担う医療機関等の役割を充実・強化するため、「在宅医療の体制構築に係

る指針」を示し、医療計画に定める他の疾病・事業と同様に、在宅医療について、介護保険事業(支援)計画との

連携を考慮しつつ、都道府県が達成すべき数値目標や施策等を記載することにより、医療計画の実効性が高ま

るよう促すことが必要である。

4.精神疾患の医療体制の構築について

医療計画に定める疾病として新たに精神疾患を追加することとし、「精神疾患の医療体制構築に係る指針j

を策定することにより、都道府県において、障害福祉計画や介護保険事業(支援)計画との連携を考慮しつつ、

病期や個別の状態像に対応した適切な医療体制の構築が行われるよう促すことが必要である。

5.医擁従事者の確保に関する事項について

今後、医療従事者の確保を一層推進するために、医療対策協議会による取り組み等に加えて、虫盛匡童主

援センターにおいて実施する事業等(地域医療支援センター以外の主体による同様の事業を含む。)を医療計

.l!ll二量蓋し、都道府県による取り組みをより具体的に唇寄り盗むことが必要である。

6.災害時における医療体制の見直しについて

東日本大震災で認識された災害医療等のあり方に関する課題に対し、「災害医療等のあり方に関する検討

会J(座長・大友康裕東京医科歯科大学教授)が開催され、災害拠点病院や広域災害・救急医療情報システ

ム(EMIS)や災害派遣医療チーム(DMAT)のあり方、中長期的な災害医療体制整備の方向性等が検討され、

報告書がとりまとめられた。今後、都道府県が医療計画を策定する際に、本報告書で提案された内容を踏ま

えた適切な災害医療体制を構築するよう、促すことが必要である。

出典:厚生労働省「医療計画の見直しについて」
http://www.mhlw.go.jp/seisaku n itsu ite/bu川a/kenkou _i ryou/i ryou/i ryou _ kei ka ku/ dl/sh i ryou _ a -1. pdf 



医政局長通知を読み解くポイント(1 ) 
(伊藤雅治氏発表資料から)

[Jf鰭周 l

①現行の計画期間に関わらず、平成25年4月からの適応を
めざす

②PDCAサイクルを効果的に機能させる O

共通の指標による現状把握等と「政策循環」

「必須指標」と「推奨指標」

議師の偏在是正の取り組みについて、国への情報提供の

④医療機関等の具体的名称

-5疾病・5事業及び在宅医療原則として名称を記載する

難f医療や障室者医療各疾病等に対する医療を担う医
療劇関等の名称む記載するよう努める



医政局長通知を読み解くポイント(2)
(伊藤雅治氏発表資料から)

( ミニ解説 ! 
作蔵:H-PAC事務局 」

cx> 

歯医療計画の策定、評価への医療保険者、患者住民の参

・策定にあたって、患者(家族を含む)や住民の声の反映
声者・住民の作業咋ム等への参画タウンミーティングの開
催、患者・住民ヘ局九ヶート、パラM カン卜等
-評{面等にあたって、委国の構成や運営について適切に取
り組むこと医療保険者、患者等を明記

-イ乍業部会への医療保険者の参画が明記

.作業部会に参画する患者・住民への支援

⑥医療圏の設定

-人口規模が20万人未満の二次医療圏
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医療 ・介護機能の再編(将来像) E商調岡町宮圃，

患者こーズに応じた嫡院・鋼康機飽の役割分担や、医癒機関問、..と介置の聞の連

甥強化を通じて、より劫畏的・効率的な匡癒・介檀サービス提供体制を栂鑓します。

【却11(H23)年】 ~========;-j> 【mk附年】
【取組の方向性】
O入院医療の織能分化・強化と連携 高度急性期

-急性期への医療資源集中投入 ， ー
-豆急性期、慢性期医療の機能強化 等 ---

地一般急性湖
一般病床

11
0制包括ケア体制の輔

(107万底} -在宅医療の充実 ~t - --~-~-- -~ ¥相
-看取りを含め夜宅医療を担う診療所等

11 の機能強化
茸-訪問看護等のE十函的整備 等 E急性期等

-在宅介鐙の充実
， 
の----， T病僚でのz 

-居住系サービスの充実・施叡ユニット化

lT雪 |
習量

-ケアマネジメント機能の強化
対
長期療養等 応

rl ーー， 型車
2012年鈴療報酬・介護報酬の同時 ー--

習E• 介護療養病床 改定を第 歩として取り組む 介護施陸 戸， 化' ' L__ーーーーーーー・・ーーーーーーーーー圃，
ーー医療法等樹違法をl順次改正 --介護施段 ----

(92万人分} 11 J ー， 居住系サービス
【患者・利用者の方々】

||・病気になっても、酬や地織生活へ阜期復帰居住系サービス 回 日戸--w亙ふill ---医療や介護が必要になっても、住み慣れた地 --ー
在宅サービス 11 域での暮らしを継続 在宅サービス

-昔十闘的な投資

出典:厚生労働省「医療計画の見直しについてJ
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryoujiryoujiryou_keikakujdljshiryou_a-l.pdf 
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一Cコ

在宅医療の充実、 地域包括ケアシステム
.高度急性期への医療資源S血中綬入などの入院医療強化
.在宅医寝の充実、地盤車包錯ケアシステ'h.の構接

-E盈温置誼・・ 人員1.6婿 1
-2笥}

開議

い為
(f~Y 

手術など高度路割R

-地主主の病院、処点病院、 回復期病院の役割
分担が進み、速燐b噛化.
・発症から入院、IID復刻、退院までスムーズ
にいくことにより早期の社会倒肋可能に

-在

・地減包括支援

センター
-ケアマネヲヤー

出典厚生労働省「医療計画の見直しについてJ

/ ¥ 在宅醸
し嘩:'J五段賓懇

・在宅医療等 、1
(1日当たり ' 
17→29人分
:・訪問看護 ; 
，(1目当たり !ー
29->49人分 園、 ，

生活支姐・介護予防

※数字l孟‘現状fま初日年、目視I土却2S年のも色

http://www.mhlw.go.jp/seisa ku n itsu ite/bu nya/ken kou _i ryou/i ryou/i ryou _ keika ku/ dl/sh i ryou _ a -1. pdf 


